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安芸高田市障害者基幹相談支援センター業務委託仕様書 

 

 

１ 委託業務名 

  安芸高田市障害者基幹相談支援センター業務 

 

２ 業務の目的 

  地域における相談支援の中核的な役割を担う機関として安芸高田市障害者基幹相談支援セン

ターを運営し、障害種別にかかわらず、児・者一貫した相談支援や、権利擁護のために必要な援

助を行うとともに、関係機関のネットワークづくり及び地域づくりを推進することにより、障害

者等が住み慣れた地域で安心して暮らしていけるための地域支援体制の構築を図る。 

 

３ 設置場所 

  安芸高田市保健センター（安芸高田市吉田町常友１５６４番地２） 

 

４ 履行期間 

令和５年４月１日から令和８年３月３１日まで 

※契約を締結した日から令和５年３月３１日までの期間を業務引継ぎ期間とする。なお、業務

引継ぎに関する費用は、受託者の負担とする。 

 

５ 業務内容 

（１）相談支援 

  ①総合的・専門的な相談支援 

   ・障害種別や年齢を問わない相談支援を行う。 

   ・既存のサービス等では解決困難な生活課題を抱えている、福祉による支援に繋がっていな

いなど、支援困難な障害児・者等への相談支援を行う。 

  ②福祉サービスの利用援助（情報提供、相談等） 

   ・福祉サービスの利用についての情報提供、利用申請の援助、利用調整、生活相談等を行う。 

  ③社会資源を活用するための支援 

   ・地域の社会資源の紹介や、生活情報を提供する。 

  ④社会生活力を高めるための支援 

   ・生活する上で必要な金銭面の相談支援を行う。 

   ・交通・移動手段、趣味・余暇活動に関する相談支援を行う。 

  ⑤専門機関等の紹介 

   ・必要に応じて、他の支援制度・専門機関の紹介や、引き継ぎを行う。 

  ⑥夜間・休日相談 

   ・緊急時における夜間・休日の相談にかかる対応をする。（携帯電話等による体制も可。） 

（２）地域移行・地域定着の促進 

  ①関係機関等との連携 

・障害者支援施設や精神科病院等との情報交換、ケースごとの連携等を行う。 
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②地域移行支援 

・長期に入所・入院している障害者の地域移行支援を行う。 

③地域定着支援 

・居宅において単身等で生活する障害者に対する地域定着支援を行う。 

（３）就労支援 

①就労に関する相談支援 

②ジョブコーチ・職場開拓などによる就労支援 

（４）地域づくり 

  ①安芸高田市障害者自立支援協議会の運営（事務局） 

  ②相談支援事業者や市内障害者福祉事業所とのネットワーク構築 

  ③障害者相談員や各行政機関、教育機関との連携 

  ④ピアサポーターを活用したピアサロンなどの当事者支援 

  ⑤住宅入居等に関する地域生活に関する支援 

（５）権利擁護 

  ①成年後見制度利用支援 

   ・成年後見制度に関する相談を受け付け、関係機関との連絡調整や、必要に応じて同行支援

等を行う。 

  ②虐待防止に関する相談支援・対応 

   ・障害者虐待に関する通報又は届出を受理し、当該障害者の安全確認その他の事実確認のた

めの情報収集を行い、本市その他関係機関等とその対応について協議する。（夜間・休日

の対応については携帯電話による体制も可。） 

   ・養護者による障害者虐待の防止及び養護者による障害者虐待を受けた障害者の保護のため、

障害者及び養護者に対して、相談、指導及び助言を行う。（対応方針の協議（コアメンバ

ー）に関する会議への参加等を含む。） 

（６）人材育成 

  ①指定相談支援事業所等の職員のバックアップ 

   ・自立支援協議会及びケース会議等への出席や、安芸高田市内の相談支援事業者・障害者福

祉事業者への巡回等により、ケース検討・情報共有などにおける指導・助言等を行う。 

  ②複雑・困難ケースへの支援 

   ・複雑・困難なケースについて、ケース会議への同席や、相談支援事業所等への助言等の支

援を行う。 

  ③研修会等の企画・運営 

   ・市と連携し、相談支援従業者等の養成に関する研修の企画及び運営を行う。 

（７）障害者地域生活支援システム事業の推進 

   ・障害者地域生活支援システム事業において、コーディネーターとしての役割を担う。実施

する各事業所・相談支援事業所への指導・助言を行う。 

（８）その他 

①計画相談支援及び障害児相談支援の実施件数の制限 

    委託業務実施に支障をきたさないよう、委託業務に従事する常勤かつ専従の職員一人が実

施する計画相談支援及び障害児相談支援の件数を制限することとする。また、基幹相談支援
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センターが実施する計画相談支援は、原則、他の特定相談支援事業所が受け付けることがで

きなかった障害者（安芸高田市民に限る。）の計画相談に限ることとする。 

  ②障害支援区分認定調査にかかる業務（別途契約） 

  ③国の制度改正等に伴い、センターにおいて実施する必要が生じた業務、その他本市の障害福

祉行政の運営に当たって、本市がセンターにおいて実施する必要があると判断する業務 

 

６ 職員体制 

（１）専門的職員を３名以上（うち３名は常勤かつ専従）、事務補助等を行う職員（常勤かつ専従）

を１名配置すること。 

（２）業務責任者として、管理業務に従事する管理者を置くこと。管理者については、基幹相談支

援センターの従業者、若しくは受託法人の従業者が兼務するものとする。 

（３）それぞれの職員の具体的な要件は次のとおりとする。 

①管理者 １名  

・基幹相談支援センターの従業者、若しくは受託法人の従業者が兼務。 

  ②専門的職員 ３名以上（うち３名は常勤かつ専従。ただし、上記①管理者との兼務は可能）  

・相談支援専門員を２名以上、就労系相談員を１名配置。  

・相談支援専門員のうち１名以上は社会福祉士、精神保健福祉士、保健師、介護福祉士のい

ずれかの資格を有し、相談支援専門員としての実務経験期間が５年以上かつ従事日数９００

日以上の者で、相談支援従事者現任研修受講者であること。 

・専門的職員のうち１名は、医療的ケア児にコーディネーター養成研修の修了者であること、

または、次年度内に修了する見込みの者であること。 

・就労系相談員は、高齢・障害・求職者雇用支援機構が実施する訪問型職場適応援助者養成

研修又は厚生労働大臣が定める訪問型職場適応援助者養成研修を修了した者、又は予定して

いる者であること。  

③事務職員 １名 （常勤かつ専従、ただし、上記①管理者との兼務は可能） 

（４）委託期間内に主任相談支援専門員研修を受講することを予定すること。 

７ 運営に関すること 

（１）開設日等 

   窓口の開設は、月曜日から金曜日（国民の祝日に関する法律（昭和２３年法律第１７８号）

に規定する休日及び１２月２９日から翌年の１月３日までの日を除く。）の午前８時３０分か

ら午後５時１５分とする。 

   ただし、運営事業者の提案により、市との協議をもって、窓口の開設時間を拡大できるもの

とする。 

   なお、開設時間外においても、障害者等からの緊急の相談や虐待通報を受理するための連絡

体制を確保すること。（携帯電話等による体制も可とする。） 

（２）事業者指定 

   基幹相談支援センターは、指定一般相談支援事業者、指定特定相談支援事業者及び指定障害

児相談支援事業者の指定を受けること。 

（３）苦情解決体制の設置 

   基幹相談支援センターは、苦情解決体制を設置すること。なお、中立性、公平性の確保の観
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点から、基幹相談支援センターの職員及びセンターを受託した法人の関係者は、当該体制にお

ける第三者委員及び第三者協力員にはなれないものとする。 

（４）秘密保持 

   委託業務の履行に際しては、利用者及び利用者世帯等のプライバシーの尊重に万全を期すも

のとし、職務上知りえた秘密（個人情報含む。）を漏らしてはならない。また、その職務を退

いた後も同様とする。 

（５）障害者差別の解消 

   業務の実施にあたっては、障害を理由とする差別の解消に関する法律（平成２５年法律第６

５号）を遵守するとともに、市の取扱いに準じて、障害者等に対する合理的配慮の提供に努め

ること。 

 

８ 設備に関すること 

（１）事務用パソコン、プリンター、電話、ＦＡＸ、表札は市が設置し、受託法人に貸与する。 

（２）インターネットは、あじさいネットを利用して市が接続し、市が電子メールアドレスを取得

し、受託法人に貸与する。ウイルス対策に関する費用は、受託法人の運営経費に含む。 

（３）基幹相談支援センター専用のホームページを作成すること。なお、ホームページ作成の初期

費用は市が負担する。ただし、保守経費は運営経費に含む。 

（４）光熱水費（電気・ガス・上下水道）は、市が負担する。ただし、その他の基幹相談支援セン

ター運営にかかる諸費用は、受託法人の運営経費に含む。 

（５）その他、車両などの基幹相談支援センター運営に必要な備品は、受託法人が設置するものと

する。 

 

９ その他 

  その他必要な事項は、安芸高田市と受託法人が協議して定めるものとする。 

 


